
ビジネス化支援型

〒100-0004  東京都千代田区大手町 1-4-1 竹橋合同ビル 　
TEL : 03-5226-6660 から 6663（代表）　
https://www.jica.go.jp/priv_partner/index.html

独立行政法人 国際協力機構

JICAの信頼とネットワーク

質の高いビジネスアドバイザリ

企業認知度の向上

調査委託型

新制度

●質の高いビジネスアドバイザリ
●経費支出の支援（旅費、現地活動費等）
●事業実施や計画策定の支援サポートの速やかさ

●民間企業のみでは困難な現地パートナーへアクセスしやすく
　なります。
●JICAが信頼関係を築いてきた途上国政府・自治体・業界団体
　等のパートナーを紹介します。
●海外に 100か所（主に開発途上国）、国内に 15か所の拠点を
　有します。

●開発途上国におけるビジネス化に向けた的確なアドバイザリ
　が受けられます。
●ビジネスを通じて開発途上国の課題を解決する筋書き
　（ロジックモデル）策定を、JICAとコンサルタントが
　サポートします。

●事業実施の結果、実現されたビジネス展開と開発インパクト
　創出の国内外への発信をサポートします。
●国内外のパートナー拡大や企業認知度向上が期待できます。

お問い合わせは最寄りの JICA国内機関または
中小企業・SDGs ビジネス支援事業支援窓口まで

JICAがコンサルタントと共に、企業による事業化を支援します。

JICA から企業へ「調査」を委託し、企業がコンサルタントと契約
して調査を委託（受託契約締結）します。

ニーズ確認調査／ビジネス化実証事業ニーズ確認調査／ビジネス化実証事業

普及・実証・ビジネス化事業普及・実証・ビジネス化事業

提案企業

提案企業

契 約
（対象経費の授受は原則発生しない）

【成果品】ビジネスプラン等を JICAへ提出

JICA・コンサルタントの支援
を得ながら調査計画を策定

（特にビジネス化に
深い知見を有する）
コンサルタント

調査に必要な主な経費はコンサルタントが支出
【成果品】支援報告書を JICAへ提出

予め JICAが
コンサルタントを

選定、契約

コンサルタント

JICA から企業に調査委託
（委託契約を締結）

企業から見積・計画提出、
対象国公的機関との
ミニッツ締結

 【成果品】業務完了報告書
を JICAへ提出、精算

調査に必要な旅費、
現地活動費等は
企業が支出

企業が必要に応じて
コンサルタントを
手配・契約

メリット

●実証用機材を事業費で調達可能。当該機材は原則として契約業務
　実施後に事業対象国の公的機関に譲与されます
●必要に応じてコンサルタントを外部登用し、企業自身で
　調査計画の立案・調査報告書作成、精算報告書作成等の
　契約管理を行うことができる

メリット

JICAの制度の強みはココ

JICAでは、中小企業・SDGs ビジネス支援事業に関連する情報や
各種セミナーのお知らせを発信しています。

メールマガジン

イベント情報・公示情報・企業様のネットワークづくり・
海外展開等に関する情報を定期的にお送りします。

民間関連事業 公式 Facebook ページ

JICA 中小企業・SDGs ビジネス支援事業の関連情報、
企業の取り組み事例、国内外のビジネス関連セミナー
情報などをお届けします。

ビジネスで広がる可能性、
途上国の課題解決も。

中小企業・SDGs ビジネス支援事業中小企業・SDGs ビジネス支援事業

海外でのビジネス展開を目指す企業の皆さまを応援します！
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https://www.jica.go.jp/priv_partner/inquiry.html
https://www.jica.go.jp/priv_partner/platform/index.html
https://www.facebook.com/jicappp
https://www.jica.go.jp/priv_partner/index.html


中小企業・SDGs ビジネス支援事業とは 中小企業・SDGs ビジネス支援事業の全体図

「中小企業・SDGs ビジネス支援事業」は、開発途上国の課題
解決に貢献する本邦民間企業等のビジネスづくりを支援します。
JICA は政府開発援助（ODA）を通じて築いてきた開発途上
国政府とのネットワークや信頼関係、ノウハウ等を活用し、
価値の共創に取り組みます。

現地で基礎的な情報
を収集したい 

現地ニーズに提案製品 /
サービスが合うか
確認したい

ビジネスとして
成立・持続するか
確認したい

製品 /サービス提供
体制や運営方法を
確立したい

具体的
ビジネス展開

ニーズ確認調査
●基礎情報を収集し、開発途上国のニーズと自社製品 /
　サービスとの適合性の検証を実施
●初期的な事業計画を策定
●期間：8か月程度

●技術・製品やビジネスモデルの検証・
　普及活動を通じ、事業計画を策定
●期間：1～ 3年程度

・上限 1,000 万円
・コンサルティングサービス（４人月程度）

ビジネス化支援型 調査委託型

中小・中堅企業・スタートアップ企業

普及・実証・ビジネス化事業

中小・中堅企業・
スタートアップ企業

上限 1億円 /
1.5 億円 / 2 億円
（コンサルタント関連経費込）

上限 5,000 万円
（コンサルタント関連経費込）

SDGs ビジネス支援型中小企業支援型

大企業

ビジネス化実証事業
●製品 /サービスに対する顧客の受容性を確認した上で、
　現地パートナーを確保してビジネスモデルを策定し、収益性の検証と
　製品 /サービス提供体制・オペレーションの構築を実施
●より精緻化された事業計画を策定
●期間：1年 4か月程度

・上限 2,000 万円
・コンサルティングサービス（8人月程度）

ビジネス化支援型

中小・中堅企業・
スタートアップ企業 大企業

新制度

新制度

日本 開発途上国

大企業 現地企業中小企業 /
スタートアップ

政府機関 /
他公的機関

●開発インパクト創出
●海外ビジネス展開
●地域活性化の促進

●開発インパクト創出
●海外ビジネス展開
●地域活性化の促進

価値
共創

企業の規模やビジネスの段階に応じ
３つの支援メニューを提供しています。

自社による
ビジネス・
事業化

JICA事業
との連携など

海外展開したい 社会課題を
解決したい

地方
自治体

海外
ドナー・
NGO

大学・
研究機関

支援機関
金融機関

海外
企業
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